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議 決 範 囲 の 考 え 方
横浜市中期計画2022～2025の議案については、原案のうち「方向性」や「目標」等をまとめており、

本資料では該当部分を黒い点線で囲んでいます。
＜例＞戦略１及び政策１の議決範囲＝点線囲み部分
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★ 政策の目標

☛行政サービスや教育、医療等へのアクセス、円滑なコミュニケー
ション・情報収集など、関係機関が連携した支援により、国籍や
文化的背景などにかかわらず、誰もが安全・安心に暮らすことが
できています。

☛多文化理解の促進や外国人差別解消に向けた意識啓発を進めると
ともに、在住外国人の社会参画を促進することで、誰もが自分
らしく活躍できる、多様性と包摂性に富んだまちづくりが進ん
でいます。

☛外国人材にとっても活躍しやすい環境づくりを進め、人材の呼び
込みや海外活力の取り込みにつながっています。

■ 政策指標

■ 関係するSDGsの取組

現在の生活に満足している外国人の割合

直近の現状値 目標値
64.1％

(令和元年度) 70％

・本市の外国人人口は近年増加傾向にあり、令和元年に10万人を突破しました。

コロナ禍による人流の停滞はありますが、国も外国人材の受入れを積極的に

進めており、本市の外国人人口は今後更に増加する可能性があります。

・現状では、現在の生活に満足している在住外国人の割合は64.1パーセントで、

困り事として「日本語の不自由さ」を挙げる人が約３割です。横浜市国際交

流協会（YOKE）と市内11か所の国際交流ラウンジ、約500の市民団体等で相

談対応や日本語学習・生活支援を行っていますが、多国籍化が進む中、行政

と関係機関、市民団体が連携し、一層きめ細かく支援することが求められて

います。

・人口減少社会が訪れる中、横浜の持続的な成長・発展に向けては、外国人材

にとっても活躍しやすい魅力的な都市であることが重要です。そのためには、

人権尊重の視点に立って、生活・就労・教育・医療・福祉・防災など多岐に

わたる施策を連携させながら、「課題解決」と「活躍促進」を両輪とする、

総合的な多文化共生政策を進める必要があります。

多
文
化
共
生
の
推
進

政策11 ■ 現状と課題

外国人人口の推移（H27年度～R3年度）

【出典】令和元年度 横浜市外国人意識調査

【出典】
横浜市政策局 （冊子47）3
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◎ 主な施策

１ 在住外国人に対する情報提供・相談対応の充実 主管局 国際局、医療局
施
策
指
標

国際交流ラウンジ等利用者の満足度

国際交流ラウンジの機能強化を図るとともに、行政と関係機関が連携し、医療など生活に身近な情報の提供や相談対応や
ICT機器、WebやSNSの活用などによる環境整備により、日常生活の安全・安心を支えます。

また、地域日本語教室や児童の学習支援を担う人材を育成し、日本語学習を希望する外国人が、身近な地域で気軽に学習
の機会を得られる体制づくりを進めます。

【直近の現状値】 【目標値】

84.6％（令和元年度） 90％以上

２ 日本語指導が必要な児童生徒へのきめ細かな支援 主管局 教育委員会事務局
施
策
指
標

日本語指導が必要な児童生徒のうち、自尊感情
や共感・配慮等の合計値が上昇した割合※

小中学校において、日本語指導が必要な児童生徒が急増していることを踏まえ、日本語支援拠点の活用や、日本語講師に
よる支援、ボランティアによる支援など、ニーズに応じた様々な支援を充実させるとともに、教職員への支援・育成を図り
ます。

【直近の現状値】 【目標値】

小学校3年生～6年生
47.3％

小学校3年生～6年生
60％

３ 多様性と包摂性による多文化共生の基盤づくり 主管局 国際局
施
策
指
標

YOKEや国際交流ラウンジと連携して活動した
市民団体の数

横浜市国際交流協会（YOKE）、国際交流ラウンジ、市民団体等の活動を支援し、多文化共生の担い手の連携・協働を強化
します。

地域の実情を踏まえた多文化共生推進計画の策定や在住外国人の地域活動への参画などに取り組み、外国人と日本人がと
もに暮らしやすいまちづくりを進めます。

外国人差別の解消に向けた啓発や地域社会との交流を通して、多文化理解を促進します。

【直近の現状値】 【目標値】

490団体/年
（令和２年度） 550団体/年

多文化共生の推進 政策11

※ 横浜市が開発した、集団や個の社会的スキル育成状況を把握するための分析ツール「Y-Pアセスメント」を年２回以上実施することにより、自尊感情や仲間への共感・配慮等の変容を分析

戦
略
２
・
政
策

（冊子48）
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★ 政策の目標
☛より多くの市内企業が、海外事務所、姉妹・友好都市、国際機関

及びその他関係団体等が築き上げてきた国内外のネットワークを
活用することで、国際ビジネスを拡大し、持続性や国際競争力を
高めています。また、より多くの外国企業が市内に進出・定着し、
市内経済の活性化につながっています。

☛本市の都市づくりの経験と企業の技術・ノウハウを生かし、企業
が主体的に海外インフラビジネスを展開することで、脱炭素化を
はじめ新興国等が直面する様々な都市課題の解決を支援し、海外
都市等のSDGs達成に貢献しています。

■ 政策指標

■ 関係するSDGsの取組

海外インフラ分野の事業化件数

直近の現状値 目標値
13件(４か年) 16件（４か年）

・人口減少に伴う国内市場の縮小や経済のグローバル化の中、関係機関などの
ネットワークを生かして、市内企業の優れたサービスモデルや、工業製品、
食料品の海外輸出等、市内中小企業の海外販路開拓を支援し、成長・発展を
後押ししていく必要があります。また、外国企業の進出及び市内での定着を
支援することにより、海外の成長・発展を横浜に取り込み、イノベーション
創出や市内企業の新たなビジネス展開につなげていくことが重要です。さら
に、経済安全保障についての国の動向を注視することが必要です。

・新興国を中心とした世界のインフラ需要は膨大であり、市場の更なる拡大と
急速な都市化による様々な都市課題の発生が見込まれます。国では「インフ
ラシステム海外展開戦略2025」を策定し、カーボンニュートラルやデジタ
ル変革、スマートシティ海外展開への対応を通じた経済成長の実現とSDGs
達成への貢献を進めています。

・本市の国際協力の実績やVLR（Voluntary Local Review：自治体による自
発的なSDGs進捗レビュー）の発信等を通じて海外からの横浜の技術・ノウ
ハウへの関心は高まっており、横浜から力強く世界に向けて情報発信するこ
とで、横浜の都市ブランドを背景として市内企業のビジネス機会が創出され
る期待が高まっています。

国際ビジネスに取り組んでいる事業者の割合

直近の現状値 目標値
20％（令和４年度） 35％(４か年平均)

■ 現状と課題政策24
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際
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Y-PORT事業における市内企業の事業実績

【出典】
横浜市国際局

海外事業（海外進出、海外との貿易等）の展開について（横浜市）

【出典】横浜市景況・経営動向調査第122回（特別調査）(R４年)5５（冊子77）
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◎ 主な施策

１ 本市の強みを生かした海外インフラビジネスの推進 主管局 国際局、
環境創造局、水道局

施
策
指
標

国際技術協力や海外インフラビジネスをテー
マにしたセミナー等の開催数

Y-PORTセンター公民連携オフィスに設置した情報発信拠点GALERIOなどを活用して、横浜の都市プロモ―ションを行い
ます。

また、新興国都市が抱える慢性的な都市インフラの不足や脱炭素化等の都市課題に対して、市内企業による実現可能性調
査・実証事業等を促進するなど、計画策定段階から施設整備、運営まで公民連携で技術協力に取り組みます。

さらに、国や国際機関、一般社団法人YUSA等と連携して、国際会議や都市間連携セミナー等を開催するなど市内企業に海
外インフラビジネスの最新情報やマッチングの機会を提供します。水分野では、横浜水ビジネス協議会や横浜ウォーター
（株）とも連携しながら取り組みます。

【直近の現状値】 【目標値】

19件/年 76件（４か年）

２ 市内企業の海外展開支援と外国企業の進出・定着支援 主管局 経済局

施
策
指
標

①市内中小企業の海外展開支援により新たな事
業展開につながった件数
②市内企業・関係機関と外資系企業の連携事業数

市内中小企業の国際ビジネスに関する相談に、幅広く対応するとともに、海外事務所やIDEC横浜などのネットワークを活
用して、海外進出や展示商談会への出展、海外企業とのビジネスマッチングなど、市内中小企業の海外販路開拓を支援し、
ビジネス機会を創出します。また、新たな事業展開につながった成功事例を積極的にＰＲすることで、今後国際ビジネス展
開に取り組む市内中小企業を後押しします。

海外事務所やジェトロなどと連携して、横浜の優れたビジネス環境を発信し、外国企業の横浜進出を促進します。また、
IDEC横浜などと連携して、市内に進出している外資系企業に対するビジネス相談・支援を強化し、市内定着を後押しします。
さらに、市内で活躍している外資系企業と市内企業のネットワーキング機会を提供し、連携を促進することで、新たなビジ
ネスチャンスやイノベーション創出につなげます。これらを総合的に実施することで更なる外国企業誘致・横浜経済の活性
化を図ります。

【直近の現状値】 【目標値】

①67件/年
②１件/年

①360件（４か年）
②10件（４か年）

国際ビジネス支援と地球規模課題解決への貢献 政策24

戦
略
４
・
政
策

（冊子78）
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★ 政策の目標

☛気候変動、感染症対策、国際平和など、国境を越えて取り組むべ
き地球規模の課題に対して、日本最大の基礎自治体としての知
見・経験を発揮しながら、国際機関や姉妹・友好都市等との連携
が一層進んでいます。

☛人口減少社会においても持続的な成長・発展を続けていくため、
外国人材にとっても活躍しやすい環境づくりが進み、対外的な評
価が高まっているとともに、国際的に活躍できる人材育成に向け
た世代ごとの取組が進んでいます。

☛姉妹・友好都市等との友好関係や海外事務所の現地ネットワーク
を生かし、海外からより多くの人々を惹きつけ、世界とつながる
機会を広げることで、横浜から新たなアイデアや価値が生まれ、
都市としての魅力とプレゼンス向上につながっています。

■ 政策指標

■ 関係するSDGsの取組

横浜の魅力として「国際的な雰囲気がある」と考える市民の割合

直近の現状値 目標値

27.8% (平成29年度) 30.0%

・これまで姉妹・友好都市等と交流を深め、新型コロナウイルス感染症対応では
上海市等の協力で物資調達等を行い、ロシアのウクライナ侵略の際にはオデー
サ市への支援等により、ピースメッセンジャー都市として役割を発揮しました。
環境・社会・経済あらゆる面で世界とつながりが深まる中、共通の諸課題を共
に乗り越え、国際社会の平和と繁栄に貢献する必要があります。

・国では、国際的な人材獲得競争の激化や地域経済を支える人手不足の深刻化を
背景として、成長戦略に外国人材の活躍推進を掲げています。本市でも、持続
的成長を図るためには外国人材にとっても活躍できる環境づくりを進め、世界
の人々にとって魅力あふれ、選ばれ続ける都市となることが重要です。

・グローバルな視野で国際社会の平和や繁栄に貢献する意欲・能力を持つ次世代
の若者を市全体で育成し、世界での活躍を後押しすることで、市民の皆様が誇
りを持てる国際都市・横浜を目指すことが必要です。

・海外では、脱炭素化やDX等の分野で新たな技術やアイデアを提案するスター
トアップが次々に生まれており、こうした海外の活力を横浜に惹きつけること
で横浜の政策課題の解決や持続的発展を図ることが重要です。

海外都市・国際機関等からの国際会議等への招待・連携依頼件数

直近の現状値 目標値

92件/年 110件/年

■ 現状と課題

ランク 都市名 国名
１ モントリオール カナダ
２ アブダビ アラブ首長国連邦
３ 横浜市 日本
４ ミュンヘン ドイツ
５ ウィーン オーストリア

トップ５ 海外直接投資戦略部門, LARGE CITIES

Global Cities of the Future 海外直接投資（FDI）戦略部門

政策25

世
界
か
ら
集
い
つ
な
が
る
国
際
都
市
の
実
現

【出典】フィナンシャルタイムズ関連組織公表2021年を基に
横浜市国際局が作成

【出典】高度人材ポイント制の認定件数の推移を基に横浜市国際局が作成

高度外国人材の認定数（累計）の推移（全国）
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※ 時点は全て12月

（冊子79）
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◎ 主な施策

１ 海外活力の取り込みによるオープンイノベーション・SDGsの推進 主管局 国際局

施
策
指
標

ネットワーク構築を図る海外都市や大使館を
はじめとするスタートアップ支援機関の数

海外事務所や姉妹・友好都市等との交流、さらには国際機関等を通じて築き上げた海外とのネットワークを活用して、
SDGs実現など社会課題解決を目指す海外スタートアップ等のハブになっている機関とのネットワークを強化・深化、市内
企業等との連携促進及び国際的なプロモーションを推進します。

【直近の現状値】 【目標値】

7件/年 20件/年

２ 国際連携・協力の推進 主管局

国際局、
環境創造局、
資源循環局、

港湾局
施
策
指
標

海外諸都市・国際機関等との連携・協力事業
数

本市と共通する政策課題や脱炭素・食料問題等の地球規模課題等の解決に向けて、姉妹・友好都市をはじめとする海外都
市や国際機関やシティネットなどの関係機関との連携・協力を進めます。

【直近の現状値】 【目標値】

635件（４か年） 748件（４か年）

４ 世界で活躍できる人材を生み出す次世代育成の推進 主管局 国際局
施
策
指
標

基金を活用した留学生助成

【直近の現状値】 【目標値】

海外の都市や人々とのつながりを礎とする次世代育成と共生社会づくりに向け、主に海外留学支援や姉妹都市等との青少
年交流、国際キャリア講演会の実施など、世界で活躍できる人材をより多く生み出すため、次世代育成を推進します。 68人（４か年） 160人（４か年）

世界から集いつながる国際都市の実現 政策25

３ 「世界から人材が集う街」に向けた環境づくり 主管局 国際局
施
策
指
標

市が支援する国際人材ネットワークを
活用した情報発信件数

【直近の現状値】 【目標値】

競争力ある人材が集う横浜の実現に向けた検討と情報発信を進めます。国際社会や市民に向けて、国家戦略住宅整備事業
の推進など外国人材が暮らしやすい環境づくりを進めるとともに、国際的な大学ネットワーク等と海外事務所が連携し、外
国人材の受入れに係る取組を推進します。 ３件/年 20件/年

戦
略
４
・
政
策

（冊子80）
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